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調査概要
○調査実施時期 平成２２年３月
○調査対象地域 全国４７都道府県の全域
○調査対象者 男女１５歳以上８０歳未満の個人
○調査方法 RDD法によりサンプルを抽出した後、郵送調査を実施
○有効サンプル数 １２，８７５
○調査実施団体 社団法人デジタル放送推進協会
○調査委託先 株式会社サーベイリサーチセンター※

※総務省テレビ受信者支援センターの運営団体である社団法人デジタル放送推進協会より請負

（ページ）



地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率※1は、エコポイントの効果等による受信機の普及を反映して

大幅に上昇し、８３．８％となり、前回調査※2 （６９．５％）から１４．３ポイント増加した。これは当初の普及目標（本

年３月末時点で８１．６％）※3を２．２ポイント上回っている。

アナログ
放送停波

普
及
世
帯
数
（千
万
世
帯
）

０

１

２

３

４

５

2003 04

100%
[5,000万世帯]
（2011年4月）

ワールドカップ
南アフリカ大会

バンクーバー
冬季五輪

05 06 07 08 09 10 11 暦年

アナログ
放送停波

ワールドカップ
南アフリカ大会

04 05 06 07 08 09 10 11 暦年

普
及
台
数
（千
万
台
）

０

２

４

６

８

2003

１

３

５

７

９

1億台
（2011年7月）

バンクーバー
冬季五輪

（参考）普及台数の目標と実績

普及実績(10年3月)

7,374万台※4

調査結果(09年9月)
69.5％

［3,475万世帯相当］

【普及世帯数の目標と実績】

普及目標(10年3月)
6,960万台

調査結果（１０年３月）

８３．８％
〔4,190万世帯相当〕

普及目標(09年9月)
72%

[3,600万世帯]

普及目標(10年3月)
81.6%

[4,080万世帯]

１ 地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率

１０

１１

2

※1 チューナー内蔵テレビ、チューナー内蔵録画機、外付けチューナー、チューナー内蔵パソコン、ケーブルテレビ用セットトップボックスのいずれかを保有している世帯の割合。

※2 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2009年9月）

※3 “デジタル放送推進のための行動計画”（2003年4月より策定）

※4 2010年3月末、社団法人電子情報技術産業協会、社団法人日本ケーブルラボ調べ。



２ 地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率 －都道府県別の状況－ （今回調査）

3
（注）いずれも統計データであり、ある程度の誤差は想定されるもの。その目安はサンプル数に応じて± ３～７ %前後。
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都道府県別の地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率は、いずれも増加した。地域差については前

回調査※とほぼ同等であった。

※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2009年9月）



4
（注）いずれも統計データであり、ある程度の誤差は想定されるもの。その目安はサンプル数に応じて± ３～８ %前後。

（参考） 地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率 －都道府県別の状況－ （前回調査※１）

※１ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2009年9月）

※２ 総務省“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2009年3月）
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３ 地上デジタルテレビ放送の受信状況
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（全員）地上デジタルテレビ放送の受信状況

デジタル中継局の整備や共聴施設のデジタル化対応促進の効果を反映し、地上デジタルテレビ放送対応受信

機を保有し地上デジタルテレビ放送を視聴できる世帯の割合は７７．７％となり、前回調査※ （６０．７％）から１７．

０ポイント増加した。一方、地上デジタルテレビ放送対応受信機を保有しているが地上デジタルテレビ放送を視

聴できないとしている世帯の割合は５．３％となり、前回調査※ （６．６％）から１．３ポイント減少した。

前
回
調
査※

今
回
調
査

対応受信機の世帯普及率：83.8%

対応受信機の世帯普及率：69.5%
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2.26.6

地上デジタル放送対応受信機を保有しており、地上デジタル放送を

視聴可能な世帯

地上デジタル放送対応受信機を保有しているが、アンテナが未対応、
共聴施設が未改修等の理由から地上デジタル放送を視聴できない世帯

地上デジタル放送対応受信機を保有しているが、地上デジタル放送を

視聴できるか無回答の世帯

地上デジタル放送対応受信機を保有していない世帯

※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2009年9月）
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４ 今後のデジタル化の予定

受信機の保有状況と地上アナログテレビ放送停波までの対応予定 （全員）

既に地上デジタルテレビ放送対応受信機を保有している世帯と、保有していないがアナログ放送停波までに対

応を予定している世帯を合計すると、全体の９６．２％となり、前回調査※ （９４．１％）から２．１ポイント増加した。

6

前
回
調
査※

今
回
調
査

既に保有しているか、アナログ放送停波までに対応予定の世帯： 94.1%

既に保有しているか、アナログ放送停波までに対応予定の世帯：96.2%
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地上デジタル放送対応受信機を保有している世帯

対応予定がある世帯

対応予定がわからない世帯

対応予定がない世帯

地上デジタル放送対応受信機を

保有していない世帯

※ 総務省、社団法人デジタル放送推進協会“地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査”（2009年9月）
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